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１．交通需要推計の概要

１－１．交通需要推計の手順と目的

全国の交通需要推計

将来ＯＤ表の作成等

各機関で具体の路線毎の
交通需要推計
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• 道路計画におけるネットワーク・構造規格の決定
　　　（必要車線数・幾何構造の決定根拠）
• 有料道路の償還計画
　　　（収入の基本となる利用交通量の推計）
• 環境アセスメント
　　　（影響予測の基本となる計画交通量の推計）
• 評価システムでの活用
　　　（Ｂ／Ｃなど個別事業評価の基礎データ）
　　　（アウトカム指標など政策評価の基礎データ）
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１－２．道路計画における将来交通需要推計の手順

全国将来人口、将来ＧＤＰ

全国将来走行台キロ

ブロック別の将来人口、
地域内総生産

コントロールトータル

ブロック別将来走行台キロ ブロック別自動車保有台数

将来のゾーン別
人口、保有台数

将来の総生成交通量

ゾーン別
将来発生集中交通量

路線別配分交通量

ゾーン間将来ＯＤ表

将来ネットワーク

分布交通量モデル

発生集中
交通量モデル

現況のＯＤ表

全国将来交通需要の推計

地域別の将来交通需要の推計

配分交通量モデル

全国将来保有台数
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１－３．全国将来交通需要推計モデルの特徴

（１）全国のマクロ的な将来交通需要である自動車走行台キロを推計
（２）将来の道路計画に資する２０５０年までの長期の推計
（３）将来の社会経済状況の変化に対応した将来交通需要（自動車走行台キロ）の推計

全機関のべ利用人数

乗用車走行台キロ

発生原単位モデル

乗用車分担率モデル

平均利用距離モデル

人口

乗用車のべ利用人数

乗用車のべ利用人キロ

平均輸送人数モデル

免許保有率

乗用車保有台数

　旅客の走行台キロの推計は、将来の社会経済状況の変化
に対応させるため、以下の視点から免許保有率等を変数
として推計
　
　①高齢化の進行等、人口の変化を適切に交通需要に反映
　させる。
　②自動車だけを対象とするのではなく、人の動きパーソ
　ントリップ）を基本として交通需要を捉える。具体的
　には、人の交通行動を全手段の発生（人トリップ）→
　手段分担→自動車トリップ→自動車人キロ→自動車走
　行台キロという段階的なモデル構造

図　将来交通需要推計フロー
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◇人の交通需要推計の流れ

地域別　：都市圏別（３大都市、地方中枢都市　等）、土地利用区分別（都市地域、中山間地域　等）
個人属性：性別、年齢別、免許保有非保有別　等
目的別　：通勤、通学、業務、私用　等

交通需要の増加要因と減少要因を反映過去の傾向だけを反映

＜新モデルにおける推計の流れ＞

全交通機関
のべ利用人数

乗用車のべ利用人キロ

乗用車走行台キロ

地域別、個人属性別、
目的別

１人当たりトリップ数

地域別、目的別
乗用車分担率

（自動車/（自動車+バス+鉄道+航空））

地域別、目的別
１人当たり平均利用距離

地域別、目的別
１台当たり平均輸送人数

地域別、個人属性別、目的別
の詳細な１人当たりトリップ数
を設定

乗用車保有率等の様々な説
明要因を取り込み地域別、目
的別に推計

所得や道路整備量等を説明要
因とし地域別、目的別に推計

将来人口
（地域別、個人属性別）

世帯当たり保有台数を説明要
因とし地域別、目的別に推計

全交通機関
のべ利用人数

乗用車のべ利用人数

乗用車のべ利用人キロ

乗用車走行台キロ

１人当たり平均利用距離

乗用車分担率
（自動車/（自動車+バス+鉄道+航空））

１台当たり平均輸送人数

＜現五箇年計画モデルにおける推計の流れ＞

将来人口

１人当たりトリップ数

ト
レ
ン
ド
モ
デ
ル
で
推
計

人口減少、少子・高齢化、
免許保有率の増加、女性
の社会進出等の社会潮流
変化を反映

乗用車保有台数の増加等
を反映

観光レジャー交通の影響
を反映

複数保有の進展を反映

乗用車のべ利用人数
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◇物の交通需要推計の流れ

品目別：農林水産品、鉱産品、金属機械、化学工業品等
自営別：自家用貨物車、営業用貨物車別
普通・小型別：普通貨物車、小型貨物車別

※軽貨物車は、積載効率、輸送距離、品目等使われ方が異なるため、
　他の貨物車とは、別途推計を行っている。

交通需要の増加要因と減少要因を反映過去の傾向だけを反映

＜新モデルにおける推計の流れ＞

将来生産額・輸入額

全機関輸送トン数

貨物車輸送トン数

貨物車輸送トンキロ

貨物車走行台キロ

品目別金額当たりの
全機関輸送トン数

品目別貨物車分担率
(貨物車/（貨物車＋鉄道＋海運)）

品目別の将来経済フレーム
（生産額＋輸入額）を設定

自営別、普通・小型別に推計
品目別平均輸送距離
（自営別普通・小型車別）

１台当たり輸送トン数
（最大積載量・積載効率）

積載効率の変化を考慮して、自
営別、普通・小型別に推計

将来ＧＤＰ

＜現五箇年計画モデルにおける推計の流れ＞

ト
レ
ン
ド
モ
デ
ル
で
推
計

将来ＧＤＰ

全機関輸送トン数

貨物車輸送トン数
（小型・普通車別）

貨物車輸送トンキロ
（小型・普通車別）

貨物車走行台キロ
（小型・普通車別）

金額当たりの
全機関輸送トン数

貨物車分担率
（小型・普通車別）

平均輸送距離
（小型・普通車別）

平均輸送トン数
（小型・普通車別）

産業構造の変化を反映

積載効率の低下、貨物車の
大型化を反映

経済成長の変化を反映

品目別に
金額当たりのトン数を推計

品目別に推計

貨物の高付加価値化を反映

産業構造毎の輸送形態の　
変化を反映

５
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２．民営化委員会での指摘と対応
２－１．民営化委員会での検討経緯
　○平成１４年７月１日　第３回民営化委員会
　　　将来交通需要推計結果を提出した。
　　
　○平成１４年７月３日
　　　交通需要推計検討資料及びバックデータを提出した。

　○平成１４年１０月２９日　第２６回民営化委員会
　　①免許保有率について、25～29歳の上限を外生的に95％と設定していたものを、新しいデータをもとに推　
　　　計し、88％とした。
　　②この免許保有率の再推計に基づいて、将来交通需要推計を修正した。

　○平成１４年１１月８日　第２９回民営化委員会
　　①免許保有率の推計基準について、新しいデータの追加により、これまでの1990年基準から2000年基準　
　　　に修正した。　
　　②就業者数について、トレンドモデルによる推計を行っていたが、ＧＤＰの想定に用いられた労働力人口と
　　　就業者数の整合を図り設定した。（2020年まではトレンドモデルの推計値、2030年、2040年、2050年は失
　　　業率をそれぞれ3.5%、3.0%、2.5%と想定して推計）
　　③上記の①、②の修正に基づいて、将来交通需要推計を修正した。

　○平成１４年１１月２８～３０日
　　交通需要推計に関する第三者チェックが実施された。

　○平成１４年１２月６日　第３５回民営化委員会
　　第三者による「将来交通需要推計」検討結果報告書が民営化委員会に提出された。　 ６



２－２．民営化委員会の指摘に対応した修正内容 ②就業者数

【10月29日提出】
・「人口当たり就業者数」をトレンドモデルで推計していたため、
　2040年、2050年で失業率がマイナスとなっていた。

①免許保有率
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推計値

免許保有率の上限

免許保有率の上限：95％

1990年を基準年として推計

1980年～1993年のデータで
免許保有率モデルを構築

【標準ケース】
・免許保有率の上限
　　９５％
・モデル推定データ
　　1980年～1993年
・推計基準年
　　1990年
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1990年を基準年として推計

1980年～2001年のデータで
免許保有率モデルを構築

【10月29日提出】
・免許保有率の上限
　　８８％
・モデル推定データ：
　　1980年～2001年
・推計基準年：
　　1990年

【11月８日提出】
・2020年までは「人口当たり就業者数」のトレンドモデルの推
計値を用い、2030年、2040年、2050年以降は、失業率を
3.5％、3.0％、2.5％と想定して就業者数を推計し直した。
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2000年を基準年として推計

1980年～2001年のデータで
免許保有率モデルを構築

【11月８日提出】
・免許保有率の上限
　　８８％
・モデル推定データ：
　　1980年～2001年
・推計基準年：
　　2000年

2000年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
失業率 4.7% 4.4% 4.1% 3.5% 3.0% 2.5%
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（参考）　免許保有率モデルについて

（１）免許保有率の推計モデルの概要

－当初の推計モデルにおける将来の免許保有率の推計について－ （２）免許保有率の実績の推移

20%
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100%

16-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

②（16～24歳）

①（25～29歳）

③（30～69歳）

④（70歳～）

免許保有率

①25～29歳（免許保有率が最も高い年齢階層）
・1980～1993年のデータで、成長率曲線を用い
てモデルを作成して推計
・ただし免許保有率の上限(RateMAX)は95%とす
る

②16～24歳
・25～29年の免許保有率の伸び率と
同じ伸び率を用いて推計

③30～69歳
・年次の推移により、年齢階層別の
免許保有率をスライドさせて推計

④70歳～
・年次の推移により、年齢階層別の
免許保有率をスライドさせて推計
・ただし、未更新率を加味して推計

20%

40%

60%

80%

100%

1980 1993

推定期間

免許保有率

年次

図　成長率曲線のイメージ（25～29歳の免許保有率）

図　年齢階層別免許保有率の推計イメージ

①25～29歳の免許保有率は男性では頭打ちの傾向がみ
られるが、女性の伸びは著しい

②同一の世代に着目して免許保有率の実績値の推移をみ
ると、60歳代までは取得した免許を手放さない傾向が明確

図　性・年齢階層別免許保有率の推移
（実績値　第１種普通免許）

男性

16～19歳 22% 20% 22% 20% 21%

20～24歳 79% 83% 85% 83% 83%

25～29歳 78% 84% 88% 88% 89%

30～34歳 73% 78% 83% 86% 87%

35～39歳 64% 74% 78% 82% 85%

40～44歳 58% 65% 75% 77% 81%

45～49歳 51% 60% 66% 74% 77%

50～54歳 47% 53% 61% 66% 74%
55～59歳 39% 49% 54% 61% 67%
60～64歳 26% 41% 50% 55% 62%

65～69歳 15% 27% 41% 50% 56%

70歳～ 4% 9% 17% 28% 38%

女性

16～19歳 9% 12% 17% 15% 16%

20～24歳 46% 62% 73% 75% 75%
25～29歳 46% 67% 80% 85% 87%

30～34歳 42% 58% 76% 85% 88%

35～39歳 32% 52% 67% 80% 87%

40～44歳 23% 38% 59% 70% 81%

45～49歳 15% 26% 42% 62% 72%

50～54歳 9% 16% 28% 44% 63%

55～59歳 4% 9% 17% 28% 44%
60～64歳 1% 4% 9% 17% 29%

65～69歳 0% 1% 4% 9% 16%

70歳～ 0% 0% 0% 1% 4%

1995年 2000年

1980年 1985年

年齢
1980年 1985年 1990年

1990年 1995年 2000年
年齢
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（２）新たな免許保有者データ

40%
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年

免
許
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有
率

新たに追加されたデータ
（1994～2001年）

２５～２９歳男性

２５～２９歳女性

これまでのモデルに用いたデータ
（1980～1993年）

　今般、警察庁から、 性別、年齢別、免許種類別の免許保有者
数データを提供いただいた。免許保有率モデルにおいて成長率
曲線で将来値を推計している25歳～29歳の免許保有率は、男女
とも、近年横ばいの傾向で推移している。

図　25歳～29歳の免許保有率の推移（男女別）表　性年齢階層別の免許保有率 （第一種普通免許）

1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

16～19歳 21.61% 21.81% 22.99% 23.23% 22.04% 19.81% 23.46% 22.55% 22.53% 22.71% 22.16% 23.61% 23.76% 23.74% 20.92% 20.22% 20.03% 20.20% 20.54% 20.68% 20.82% 20.89%

20～24歳 78.72% 79.16% 80.08% 79.92% 80.54% 83.04% 81.11% 81.53% 81.65% 81.52% 85.28% 83.63% 82.30% 81.49% 82.89% 83.23% 81.99% 81.32% 80.85% 80.85% 82.70% 81.97%

25～29歳 77.55% 80.14% 82.09% 84.09% 84.63% 84.05% 85.68% 86.33% 86.16% 86.53% 88.22% 86.90% 87.50% 87.55% 87.94% 88.11% 89.01% 88.41% 88.13% 87.75% 88.68% 87.96%

30～34歳 73.46% 74.16% 75.22% 76.52% 77.96% 77.73% 80.71% 81.84% 83.44% 83.90% 83.47% 84.97% 85.56% 85.49% 85.78% 85.90% 85.07% 85.94% 86.23% 86.21% 86.64% 87.47%

35～39歳 64.32% 67.36% 70.44% 71.97% 74.20% 74.17% 75.27% 75.94% 76.95% 78.04% 77.88% 80.39% 81.31% 82.76% 81.73% 81.97% 82.39% 83.19% 83.31% 84.17% 84.68% 83.77%

40～44歳 58.47% 60.71% 62.07% 64.57% 65.28% 65.38% 68.33% 71.13% 72.54% 74.62% 74.54% 75.36% 75.83% 76.65% 76.16% 76.99% 78.04% 78.89% 80.40% 80.74% 81.07% 81.34%

45～49歳 51.40% 52.01% 53.71% 54.82% 56.93% 59.82% 61.46% 62.64% 65.13% 65.80% 66.20% 68.61% 71.40% 72.68% 73.12% 74.03% 73.22% 73.72% 74.53% 75.48% 76.59% 77.45%

50～54歳 46.66% 46.94% 48.67% 49.56% 50.53% 52.95% 53.07% 54.59% 55.64% 57.73% 60.96% 62.09% 63.29% 65.81% 66.79% 66.27% 68.30% 70.49% 71.42% 72.93% 74.11% 73.09%

55～59歳 39.31% 41.08% 42.91% 44.62% 45.93% 48.68% 48.49% 50.02% 50.82% 51.71% 54.37% 53.88% 55.47% 56.56% 60.05% 61.34% 63.68% 64.69% 67.00% 67.12% 66.60% 68.37%

60～64歳 26.40% 29.34% 31.96% 34.92% 41.87% 40.74% 42.32% 44.06% 45.72% 46.95% 49.85% 49.10% 50.71% 51.57% 54.10% 55.29% 56.12% 57.74% 59.03% 61.07% 62.03% 64.04%

65～69歳 15.18% 17.13% 19.45% 21.68% 18.13% 26.88% 29.74% 32.29% 35.23% 37.68% 41.26% 42.50% 44.26% 45.92% 48.90% 50.44% 51.42% 53.28% 54.63% 55.53% 56.29% 56.60%

70歳～ 4.32% 5.15% 6.02% 7.02% 8.14% 9.27% 10.55% 11.89% 13.26% 14.80% 16.50% 18.25% 20.17% 22.39% 25.00% 27.73% 30.23% 32.69% 35.37% 36.96% 37.77% 38.88%

計 52.54% 53.58% 54.95% 55.93% 56.75% 57.51% 58.43% 59.26% 60.08% 60.86% 61.96% 62.57% 63.42% 64.27% 65.08% 65.70% 66.26% 67.04% 67.84% 68.41% 68.92% 69.08%

16～19歳 9.24% 9.24% 11.02% 11.96% 12.15% 11.92% 14.33% 13.86% 14.27% 14.69% 16.55% 15.45% 15.81% 15.87% 16.61% 15.42% 15.16% 15.12% 15.42% 15.46% 15.76% 16.13%

20～24歳 45.57% 49.74% 53.56% 56.56% 59.99% 61.83% 65.63% 68.33% 70.63% 72.57% 73.09% 76.74% 76.51% 76.76% 75.46% 75.12% 74.29% 73.93% 73.61% 73.44% 74.88% 74.39%

25～29歳 46.04% 49.95% 54.22% 58.89% 62.60% 67.11% 69.20% 72.14% 74.48% 77.35% 80.05% 80.72% 82.96% 84.29% 84.68% 85.15% 86.62% 86.28% 86.38% 86.47% 86.97% 86.33%

30～34歳 41.81% 43.05% 45.93% 49.23% 52.71% 57.88% 60.56% 64.11% 68.27% 71.42% 75.88% 76.83% 79.12% 80.59% 83.70% 84.91% 84.84% 86.64% 87.48% 87.72% 88.45% 89.63%

35～39歳 32.31% 35.85% 40.07% 43.58% 47.50% 52.43% 52.59% 55.16% 58.19% 61.45% 66.64% 68.22% 71.05% 74.32% 78.19% 79.97% 81.52% 83.25% 84.14% 85.70% 86.97% 86.56%

40～44歳 23.15% 26.75% 29.49% 32.98% 35.68% 38.33% 42.08% 46.43% 49.95% 53.96% 59.00% 58.50% 60.76% 63.21% 67.61% 70.33% 72.95% 75.25% 78.13% 79.77% 81.49% 82.79%

45～49歳 15.08% 17.19% 19.26% 21.27% 23.85% 25.82% 30.13% 32.94% 36.56% 39.28% 41.71% 45.61% 50.12% 53.44% 59.08% 61.81% 62.66% 64.60% 66.76% 68.98% 71.84% 74.21%

50～54歳 8.99% 11.01% 12.35% 13.62% 15.06% 16.04% 18.74% 20.95% 23.03% 25.72% 27.51% 32.16% 35.09% 38.74% 41.32% 43.66% 48.01% 53.01% 56.70% 60.43% 63.24% 63.91%

55～59歳 3.88% 5.22% 6.32% 7.63% 8.95% 9.17% 11.65% 13.09% 14.39% 15.89% 16.51% 19.54% 21.84% 23.93% 25.60% 28.47% 32.07% 35.23% 39.25% 42.13% 44.42% 48.58%

60～64歳 1.20% 1.50% 1.95% 2.58% 3.68% 3.77% 5.31% 6.45% 7.77% 9.08% 8.98% 11.71% 13.16% 14.45% 14.65% 16.62% 18.52% 20.91% 23.11% 25.76% 28.52% 31.96%

65～69歳 0.32% 0.32% 0.43% 0.58% 0.59% 1.11% 1.46% 1.92% 2.52% 3.21% 3.51% 5.13% 6.24% 7.49% 7.44% 8.65% 9.91% 11.42% 12.96% 14.50% 16.30% 18.02%

70歳～ 0.04% 0.03% 0.04% 0.05% 0.07% 0.13% 0.13% 0.17% 0.23% 0.31% 0.43% 0.56% 0.73% 0.97% 1.14% 1.44% 1.79% 2.21% 2.74% 3.20% 3.64% 4.14%

計 21.97% 23.68% 25.59% 27.42% 29.23% 31.01% 32.68% 34.35% 36.07% 37.81% 39.63% 41.06% 42.58% 44.06% 45.62% 46.71% 47.81% 49.01% 50.18% 51.22% 52.33% 53.11%

出所）免許保有者数：1993年以前は各都道府県警データ、1994年以降は警察庁データ
　　　　人　口：　1980年、1985年、1990年、1995年、2000年は国勢調査（総務省）、それ以外の年次は推計人口（総務省）

男性

女性
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男性 0.88280 4.00066×10213 -0.24943 0.968 

女性 0.87824 7.38588×10185 -0.21618 0.998 
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１０

（３）最新データを用いた免許保有率モデルの再検討

①モデルの考え方

　１９９４～２００１年の最新データを追加し、 １９８０～２００１年のデータを
用いて、２５～２９歳の免許保有率モデルを再検討した。モデルは、以下に示す
成長率曲線とし、RateMAX、α、βをそれぞれパラメータとして、最尤法に
より推定した。

②パラメータ推定結果

　 RateMAX の推定結果は、男性、女性とも概ね０．８８と推定される。

表　パラメータ推定結果

③モデルの現況再現性と将来値

　２４～２９歳の男女別免許保有率の推計結果は、男性の決定係数（Ｒ2）＝０．９６
８、平均誤差率＝０．５％、女性の決定係数（Ｒ2）＝０．９９８、平均誤差率＝０．６％
と推定されている。
　このモデルに基づく将来推計値は、男性が２０２０年、女性が２０３０年で上限にほ
ぼ達する。

※平均誤差率（％）は、以下の式で表され、実績値と推計値の誤差（実績値－推計値）の推計期間（２２年間）における平均的な　
誤差率を示した指標である。

観測期間数

【平成１４年１０月２９日　国土交通省ヒアリング資料より　】



２－３．第三者調査における指摘事項

　
２－３－１．指摘に基づいて再推定を行った事項

（１）最新データの利用、系列相関の修正に基づくパラメータ推定
　　①推計開始時点では利用不可能であったが、現時点で利用可能なデータをすべて使っていない以下に示すモデ　
　　　ルについて再推定を行った。
　　　・旅客推計　
　　　　◇性別年齢階層別の人口当たり就業者数モデル
　　　　◇地域間発生原単位モデル（観光等目的原単位モデル）
　②時系列データの推定において、誤差項の系列相関とその推定値に対する影響を考慮していない以下に示すモ　
　　 デルについて再推定を行った。
　　　・旅客推計

　　　　◇全国世帯あたり乗用車保有率モデル

　　　　　・貨物推計
　　　　　 ◇貨物原単位モデル（軽工業品、雑工業品、廃棄物輸送トン数モデル）

　　　　◇平均輸送距離モデル（鉱産品、雑工業品）

２－３－２．その他報告書に記載された指摘事項

（１）定数項補正の妥当性
　（２）交通施設整備等の政策シナリオへの対応
　（３）地域別社会経済指標等の基礎的マクロ指標の整備
　（４）旅客発生原単位モデルと旅客機関分担モデルの同時推定
　（５）ＰＴ調査、センサスＯＤ調査等の基礎調査の充実とデータベース化
　（６）系列相関処理のマニュアル化

１１



 

１
２

 

地域間交通需要の推計

乗用車保有台数の推計
地域別属性別人口の推計

旅客交通需要推計フロー

　1999年、将来
　10地域別、就業・非就業別（２）、性別（２）、年
齢階層別（３）、免許保有・非保有別（２）人口
（フレータ法による推計）

　1999年、将来
　全国、性別（２）、年令階層別
（３）　人口

　
　1995年
　就業・非就業別（２）　
　市町村別、性別（２）・年齢階層
　別（３）人口

　1999年、将来
　10地域別、就業・非就業別（２）
　、性別（２）、年齢階層別（３）人
　口（フレータ法による推計）

1999年、将来
全国、性別（２）・年齢階
層別（２）免許保有者数

　　全国ＰＴ調査
　　新都市ＯＤ調査
　　都市圏ＰＴ調査

　全機関のべ利用人数（1999年、将来）：
10地域別、就業・非就業別（２）、性別（　２）、
年齢階層別（３）、免許保有・非保有別（２）、
平日・休日別（２）、目的別（６）のべ利用人数

　乗用車のべ利用人数（1999年、将来）：
　４地域別、平日・休日別（２）、目的別（６）乗
用車のべ利用人数

1999年、将来
都道府県別目的別（４）乗用車のべ利用人数

1999年、将来
都道府県別、目的別（４）乗用車のべ利用人
キロ

１９９９年、将来
ＧＤＰ

　10地域別　ＧＲＰ

　４地域別、目的別(4)（私用目的のみ平日・休日別）乗用車分担率　
　モデル                 　　　全国４地域別の交通機関分担率のクロス
セクションデータに基　づいた徒歩・二輪車／交通機関系（鉄道／バ
ス／自動車）のネス　　ティドロジットモデル
　

　都道府県別
　目的別（４）　（私用目的は平
日・休日別）平均利用距離
　　　　　　　（1999年、将来）

　都道府県別、目的別（４）　（私用目的は平日・休日別）平均利用距離
　モデル
  　　1990年、1994年、1999年をプーリングした都道府県別のデータに
よ　る重回帰モデル（観光レジャー目的のみ適用）
　　他の目的については、1999年現況値に固定して推計

道路交通センサス

　都道府県別、目的別（４）（私用目的は平日・休日別）平均輸送人数
モデル

　　1990年、1994年、1999年をプーリングした都道府県別のデータによ
る重回帰モデル（私用目的のみ適用）
　他の目的については、1999年現況値に固定あるいは、平均世帯人
員の推移で推計

1999年、将来
都道府県別、目的別（４）乗用車走行台キロ

　　全国ＰＴ
　　新都市ＯＤ
　　都市圏ＰＴ

　全国就業率推計モデル
性別（２）、年齢階層別
（２）就業率

　免許保有率推計モデル
性別（２）、年齢階層別（２）
免許保有率

　地域別人口
　推計モデル
１０地域

４地域別、目的別(4)　
乗用車分担率
（1999年、将来）

　1999年、将来
全国２地域別、乗用者保有台数

　全国２地域別、乗用車保有率モデル
東京・大阪、その他道府県別の時系列データ
による重回帰モデル

　都道府県別乗用車保有率モデル
　都道府県別ののプーリングデータによる重
回帰モデル

　1999年、将来
　東京・大阪、その他道府県別
　世帯数

　1999年、将来
都道府県別乗用者保有台数

１９９９年、将来
都道府県別ＧＲＰ　

　都道府県別
　目的別（４）　（私用目的は平
日・休日別）平均輸送人数
　　　　　　　（1999年、将来）

　　幹線旅客純流動調査

　1999年、将来
　全国、性別（２）、年齢階層別（２）、目的
別（２）別　発生原単位

　1999年、将来
　全国、性別（２）、年令階層別（２）
　人口

　
　1999年、将来
　全国、性別（２）、就業者数

　全機関のべ利用人数（1999年、将来）：
全国、就業・非就業別（２）、性別（２）、年齢階
層別（３）、目的別（２）のべ利用人数

　目的別(２)乗用車分担率モデル
　都道府県間の交通機関分担率のクロ
スセクションデータに基づいた航空／鉄
道／バス／自動車のロジットモデル

　乗用車のべ利用人数（1999年、将来）：
都道府県別、目的別（２）乗用車のべ利用人
数

　
　1999年、将来
　目的別（２）ゾーン間ＯＤ表
（運政審モデルより）

　陸運統計データの全国値に基
づく乗用車走行台キロの補正
（この補正値は、１９９９年から将
来値も変化しないと想定）

1999年、将来
全国乗用車走行台キロ

地域内交通需要の推計

　　幹線旅客純流動調査

注：地域間交通需要推計における目的区分（２）は、業務目的と観光等目的

　1999年、将来
　都道府県別
　世帯数

外生変数 　
モデル及び
内生変数

　1999年、将来
　10地域別、就業・非就業別（２）、性別
（２）、年齢階層別（３）、免許保有・非保有別
（２）、平日・休日別（２）、目的別（６）別　発
生原単位

　10地域別、就業・非就業別（２）、性別
（２）、年齢階層別（３）、免許保有・非保有別
（２）、平日・休日別（２）、目的別（６）別発生
原単位モデル

注：地域区分及び目的区分については別紙１参照
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　貨物輸送原単位モデル（輸送トン数/(生産額＋輸入額)）（品目９区分）
　・鉱産品、窯業・土石製品、石油・石油製品は1995年現況値
　・それ以外の６品目はトレンドで推計
　　（構造推定のデータ期間：1980年～1995年）

　機関分担モデル（品目９区分＋廃棄物、機関３区分）
　・貨物車の分担率を1999年値に固定（石油・石油製品を除く８品目）
　・石油・石油製品は、内航海運の輸送トン数を1999年値に固定し､
　　内航海運を除く輸送トン数の1999年の貨物車分担率を用いて推計

　車種業態分担モデル（品目９区分＋廃棄物、車種業態４区分）
　・品目別(9)・車種業態別(4)に輸送トン数をトレンドで求め､品目別
　　に車種業態の分担率を推計
　・品目別の貨物車輸送トン数に車種業態分担率を乗じて、品目別・車種業態
  　別輸送トン数を推計
　　（構造推定のデータ期間：1980年～1999年）

　平均輸送距離モデル（品目６区分、車種業態４区分）
　・営業用普通貨物車及び自家用普通貨物車の鉱産品の平均輸送距離
　　は、都道府県間連結係数（注）* を説明変数とする回帰式で推計
　・その他の車種・業態・品目の平均輸送距離は、1999年値に固定
　　（構造推定のデータ期間；1980年～1999年）

　平均積載トンモデル（車種業態４区分）
　・車種・業態別にトレンドで推計　　

　（注）＊都道府県間連結係数
　　　都道府県間の連結性を、都道府県間の自動車専用道路ﾈｯﾄﾜｰｸによる接続情報等により表した指標

貨物交通需要推計フロー

【軽貨物車】

人　口

　軽貨物車走行台キロ
　（自家用・営業用別）

　軽貨物車輸送トンキロ
　（自家用・営業用別）

　軽貨物車輸送トン数
　（自家用・営業用別）

　軽貨物車平均輸送距離モデル（業態２区分）
　・1999年現況値に固定

　人口当り軽貨物車輸送トン数モデル（業態２区分）
　・業態別にトレンドにより推計
 　（構造推定のデータ期間：1987年～1999年）

　軽貨物車平均積載トン数モデル（業態２区分）
　・1999年現況値に固定

貨物車走行台キロ　

ＧＤＰ

　品目別全機関貨物輸送トン数
　（９品目＋廃棄物）

　品目別貨物車輸送トン数
　（９品目＋廃棄物）

　品目別車種業態別輸送トン数
　（９品目＋廃棄物）、
　（普通車・小型車別、自家用・営業用別）

　品目別車種業態別輸送トンキロ
　（６品目）、
　（普通車・小型車別、自家用・営業用別）

　車種業態別貨物車走行台キロ
　（普通車・小型車別、自家用・営業用別）

　廃棄物輸送トン数モデル
　・第二次産業生産額を説明変数とする回帰式
　　（構造推定のデータ期間：1987年～1998年）

９産業別輸入額９産業別生産額 第二次産業生産額

【軽貨物車以外の貨物車】

外生変数 　
モデル及び
内生変数

○　品目の区分

貨物輸送原単位モデル
機関分担モデル
車種業態分担モデル

平均輸送距離モデル

１．農林水産品 １．農林水産品
２．鉱産品 ２．鉱産品
３．金属・金属製品
４．機械
５．窯業・土石製品
６．石油・石油製品
７．化学工業品
８．軽工業品 ５．軽工業品
９．雑工業品
廃棄物

３．金属・機械工業品

４．化学工業品

６．雑工業品

○　交通機関の区分

貨物車
内航海運
鉄道

○　車種・業態の区分（軽貨物車以外）

自家用普通貨物車
営業用普通貨物車
自家用小型貨物車
営業用小型貨物車

○　軽貨物車の業態区分

自家用軽貨物車
営業用軽貨物車

 


